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○ 本年１月より、地方公共団体において生活保護、児童手当、介護保険といった社会保障分 

 野の事務に個人番号の利用が開始されています。各制度の詳細な事務の取扱いについては、 

 昨年来、所管部局から事務連絡等を発出していますので、御確認の上、御対応のほどお願い 

 いたします。 

 

○ また、平成29年７月の情報連携開始に向け、今後、機関別符号の取得や副本登録、総合 

 運用テストなどを実施していく予定ですので、事務フローの精査など、引き続き、着実に準備を 

 進めていただきますよう願いいたします。  

     

    社会保障・税番号制度の開始に当たって 
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１ 補助対象団体 
 
  都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。） 
   ※ 介護保険等の一部事務組合又は広域連合（以下「一部事務組合等」という。）も対象。 
 
２ 補助対象システムと対象経費等 
 
 （１） 補助対象システム 

  ① 都道府県・・・生活保護、障害者福祉、児童福祉、健康管理のシステム 

  ② 市町村・・・・・生活保護、障害者福祉、児童福祉、国民健康保険、後期高齢者医療（市町村分）、 
 介護保険、健康管理、国民年金のシステム 

  
 （２） 対象経費 

   社会保障・税番号制度導入に必要な業務システムの改修（番号対応部分）に係る経費。 
 
                     表 各年度事業における対象経費 
 
 
 
 
 
 
       
      （注） ２７年度に交付申請を行っていない自治体（27年度に交付申請を行っていても申請額が基準額を下回る自治体も含む。）は、 
         ２８年度に２７年度事業分（プログラム結合・総合テスト、団体内連携テスト）の申請が可能。 
        
       ※ ２６年度事業分（システム設計、プログラム開発・単体テスト）の繰越については、27年度までの繰越に限ることに留意。 
         パッケージソフトの場合であっても、番号対応部分に係る対象経費を抽出した上で、上記区分に分けて申請する必要あり。 

事業 対象経費 

２６年度事業 システム設計、プログラム開発・単体テスト 

２７年度事業 プログラム結合・総合テスト、団体内連携テスト 

２８年度事業 総合運用テスト（注） 

     

   業務システム改修に係る国庫補助等について① 
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 （３） 社会保障・税番号制度導入に必要なシステム改修の例 
 

• 個人番号利用に伴う表示機能（画面、帳票）の改修 
• データベースにおけるデータ項目の追加 
• 個人番号による検索機能の追加 
• 情報連携に伴う業務プログラムの改修 
            （中間サーバーへの情報提供データの抽出、情報照会内容の表示等） 等 
※ 中間サーバ・ハードウェアの整備経費等を除く。 
 

３ 補助額 
 
 補助対象経費として厚生労働大臣が認めた額の 2/3（国民年金、及び障害者福祉のうちの特別児童扶養手当

については、10/10） 
   ※ 千円未満の端数は切り捨て、地方負担分（1/3）については、普通交付税及び特別交付税措置。 
 
 国庫補助基準額は、予算の範囲内において、想定事業費（注）を基礎として人口規模及びシステム類型に応じた

標準的な費用として算出。 
 

 基準額は、人口規模で公平に算出するため、単純に人口規模区分に当てはめるのではなく、自治体の人口数に
応じて基準額が増加するように算出。また、１次交付、２次交付以降を通じて同様の算出方法とすることで、公平
に算出。 
 

 なお、基準額は、一般分及び国民年金・特別児童扶養手当分の区分で設定。各自治体は、当該区分ごとの配
分額の範囲内で、システム別に事業費を配分し交付申請することが可能。 

 

     

   業務システム改修に係る国庫補助等について② 
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４ ２８年度予算 
 

２８年度はシステム改修に必要な経費（総合運用テスト分）を要求。 
 
 ■国庫補助の対象 
 

番号制度の導入に係る地方公共団体のシステム整備（下記システム）について、平成26年度から 
平成28年度にかけて国庫補助を措置。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■国庫補助率 
   
  ・補助率＝  2/3  ： 国民健康保険、後期高齢者医療（市町村分※）、障害者福祉（特別児童扶養 
                手当を除く）、児童福祉、生活保護、介護保険、健康管理 
                ※後期高齢者医療広域連合については別途国庫補助を実施。 

 
  ・補助率＝10/10 ： 国民年金、特別児童扶養手当 
 
■社会保障システムの地方負担分（1/3）については、普通交付税及び特別交付税措置。 

項目 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

社会保障システム 
（国民年金、国民健康保険、後期高齢者
医療、障害者福祉、児童福祉、生活保
護、介護保険、健康管理） 

事業費 271.1 225.3 209.3 

国庫補助 185.3 154.2 143.4 

（単位：億円） 

     

   業務システム改修に係る国庫補助等について③ 
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      平成27年度補助金       平成28年度補助金 

第１四半期 
 ４／２１ 交付要綱・実施要綱発出 
 ４／２１ 当初申請に係る基準額内示 
 ５／２９ 当初交付申請（原本）提出期限 

 ５月上旬 交付要綱・実施要綱発出 
 ５月上旬 当初申請に係る基準額内示 
 ６月上旬 当初交付申請（原本）提出期限 

第２四半期 
 
 ８月   当初交付決定通知 
 ９月   変更申請に係る基準額内示 

第３四半期 
１０／２８ 当初交付決定通知 
１１／１６ 変更申請に係る基準額内示 
１２／１８ 変更申請に係る交付申請（原本）提出期限 

１０月   変更申請に係る交付申請（原本）提出期限 
 
１２月   変更申請に係る交付決定通知    

第４四半期 
 １月   変更申請に係る交付決定通知 
 ２月中旬 実績報告提出依頼 
 ３月下旬 実績報告提出期限 

 １月   実績報告提出依頼 
 
 ３月下旬 実績報告提出期限 

出納整理期 

【全ての契約が年度内に完了した場合】 
  4月中旬 確定通知送付 
  4月下旬 交付額確定・精算 
 
【全ての契約が年度内に完了しなかった場合】 
 繰越額確定計算書依頼 
 （電子媒体：4月上旬〆、原本：4月中旬〆） 
 地方繰越（翌債）申請及び事業完了予定期日変更報告
提出 
 （電子媒体：2月中旬〆、原本：3月下旬〆）  
 ４月下旬 年度終了報告提出 
 （電子媒体：3月上旬〆、原本：4月下旬〆） 

同左 

     

平成２７･２８年度システム整備費補助金の交付スケジュール 

○ 平成28年度においては、当初交付決定通知を8月を目途に実施する予定。 
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参考資料 



システム名 概要 

都道府県・ 
市町村 

生活保護システム 生活保護の対象者の生活相談受付、保護申請審査、支給管理、統計処理等を行うシステムを指す。 

障害者福祉システム 障害者資格の管理、給付の管理、進達処理、通知書発行、支払管理、統計処理等を行うシステムを
指す。 

児童福祉システム 児童手当、児童扶養手当等の対象者の資格管理、現況受付、支払管理、統計処理、その他保育所
保育料の算定等を行うシステムを指す。 

市町村 

国民年金システム 国民年金第１号被保険者の資格、付加保険料、保険料の免除等、年金給付の情報の管理等を行う
システムを指す。 

国民健康保険システム 国民健康保険の資格の管理、保険料（税）の賦課・収納管理、給付・レセプト管理、統計処理等を行
うシステムを指す。 

後期高齢者医療システム 後期高齢者医療の資格の管理、保険料（税）の賦課・収納管理、給付・レセプト管理、統計処理等を
行うシステムを指す。 

介護保険システム 介護保険被保険者の資格管理・介護保険料の賦課・介護保険料の収納管理・受給者の台帳管理を
行うシステムを指す。 

健康管理システム 乳幼児及び高齢者の予防接種管理対象者への予防接種の案内通知、接種履歴管理、その他保健
衛生等の管理を行うシステムを指す。 

     

地方公共団体の社会保障関係システム 
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情報提供記録 機関別符号Ａ 

機関別符号B 

個人 

情報提供ネットワークシステム 
（コアシステム） 

政府共通NW 
ＬＧＷＡＮ等 

個人番号カードによる 
公的個人認証 

個人情報 
保護委員会 

情報提供ネット 
ワークシステム 

及び 
情報照会・提供 
機関に対する 

監視・監督など 

      【主な機能】 
○要求に応じて機関 

ごとに機関別符号 
を生成。。。。。 

○機関別符号同士の 
紐付け。。。。。 

○情報提供を許可。 

地方公共団体情報システム機構 

市町村が付番 

※機械的な読み取り＋パスワード入力 
（個人番号は用いない） 

IFシステム 中間サーバー 住基連携用
サーバー 

機関別符号A 
団 体 内 統 合 
宛 名 番 号 Ａ 

個 人 情 報 コアシステム 

個 人 番 号 
団 体 内 統 合 
宛 名 番 号 Ａ 

基本4情報 

個 人 情 報 

住基全国サーバー 

IFシステム 
集約ASP 

中間ｻｰﾊﾞｰ・ 
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

既存システム群 

機関別符号B 
団 体 内 統 合   
宛 名 番 号 B 

個 人 情 報 

個 人 番 号 
団 体 内 統 合 
宛 名 番 号 B 

基本4情報 

個 人 情 報 

○機関別符号生成要求 
○個人番号等照会 

機関別符号生成要求 

既存システム群 

自己情報 
表示機能 

お知らせ情報 
表示機能 

情報提供等 
記録開示機能 

ワンストップ
サービス 

インターネット 

地方公共団体以外の機関（H29.1 情報連携開始予定） 

H29.1 運用開始予定 

地方公共団体（H29.7 情報連携開始予定） 

住基ＣＳ 
       又は都道府県サーバー 

「インターフェイスシステム」・・・情報提供ネット
ワークシステム（コアシステム）と対になり、情報連
携の制御を行う。 
「中間サーバー」・・・他機関からの情報照会に自動
で応じるため、特定個人情報の複製を保持する。 

地方公共団体向け中間サー 
バーは総務省が一括開発し 
地方公共団体へ配布 

【既存システム】 
・業務画面の改修 
・帳票様式の改修 
・データベースの改修 
・業務プログラムの改修 等 

社会保障関係の既存システムの
改修は厚生労働省の補助範囲 

インターフェイスシステム 
は内閣官房が一括開発し 
各情報保有機関へ配布 

     

社会保障関係システム改修支援等の範囲 
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

番号制度 

情報提供 
ネットワークシステム 

 
【開発：内閣官房 
運用：総務省】 

既存システム 
改修 

 
【地方公共団体】 

付番等システム 
 

【国（機構）】 

付番 H27.10.5～ 

▼法案成立（5/24） 
個人番号利用・個人番号カード交付 H28.1.1～ 

H29.1～ 
国等 情報照会／提供 

団体内の 
システム 
連携 
テスト 

情報連携 
情報提供NWSとの 

連携テスト・ 
総合運用テスト 

既存住基システム改修 

機構との連
携テスト 

税務システム改修 

▼地方公共団体情報 
  システム機構設立（4/1） 

         設計・開発 連携テスト 付番システム 

            設計・開発 連携テスト 公的個人認証 
個人番号カードシステム 

設計・開発・テスト 

団体内統合宛名システム等整備 

社会保障関係システム改修 

H28.1.1 
個人番号カード

交付開始 

H27.10.5 
 付番開始 

  H29.7～ 
地方公共団体 
情報連携開始 

26年度内 

     

社会保障・税番号制度導入に向けた地方公共団体関係のスケジュール 
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今後 

関係機関Ａ 

本人 

関係機関Ｂ 

申請 
給付 

各種書類 

関係機関Ａ 

番号制度導入後は、ＡとＢ
の間で情報をやりとりする
ことで、添付書類の省略や
給付の適正化が図られる。 

関係機関Ｂ 

申請 給付 

本人 

社会保障の手続では、所得証明
書などの添付書類をＡから求め
られた場合、本人はＢから取得
した上で申請している。 
また、ＡとＢとの間で併給を禁
止している場合などは、本人の
申告に基づき給付の調整をして
いる。 

各種書類 
個人番号 

お知らせ 
情報の表示 

自己情報
表示 

マイナポータル 

同一住民の方
の情報の検索
等が効率化 

情報連携により、
給付の適正化が
図られる。 

添付書類の省
略により、国
民利便性が向

上 

情報連携によ
り、添付書類
の発行事務が

効率化 

行政からの各
種お知らせ、
自分の情報等
を入手できる。 

現状 

     

    社会保障分野における制度導入の効果 

○ 社会保障分野における番号制度導入により、例えば以下の効果が期待されます。  
 ① 同一住民の情報の効率的な検索・管理  【28年1月～】 
  

 ② 住民票・所得証明署等の添付書類の省略  【29年7月以降～】 

  ⇒ 児童扶養手当の支給申請の際に、所得状況を証明する書類等の添付書類の省略が可能となる。   
 ③ 異なる制度間における給付調整の確実性の向上  【29年7月以降～】 

  ⇒ 特別児童扶養手当の支給申請の際に、障害を支給事由とする年金給付との併給調整をより確実に行うことが可能となる。 
  
 
  
  ④ マイナポータルを活用したお知らせ情報の表示  【29年1月以降順次～】 
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１．番号利用の概要 
   国民健康保険の資格取得届にマイナンバーの記載欄を追加し、届出を受ける際に、対象者のマイナンバーを取得し、管理

することとなる。 
 
２．情報連携の概要 
   資格取得届の審査の際に、上記により取得したマイナンバーにより、情報提供ネットワークシステムを利用して、前医療保険

者から資格喪失に関する情報を取得する。 

例） 国民健康保険の資格取得の届出、受理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現状 今後 

市町村 

本人 

申請書 添付書類 
（喪失証明） ＋ 

③
届
出 

④
保
険
証
交
付 

健康保険組合 

事業主 

資
格
喪
失
届 

資
格
喪
失
通
知 

①資格喪失証明書
交付申請 

②交付 

市町村 

本人 

申請書 

③
届
出 

④
保
険
証
交
付 

健康保険組合 

事業主 

資
格
喪
失
届 

資
格
喪
失
通
知 

資格喪失を証明する
添付書類を省略可能 

マイナンバー 

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得 

資格喪失情報等を情報連携する場合のイメージ 

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。 

     

    国民健康保険分野における番号利用・情報連携の手続例 
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個人番号の確認 身元（実在）の確認 

個人番号カード 

通知
カード 

運転 
免許証 

※ 上記が困難な場合は、
過去に本人確認の上で作
成したファイルの確認 

住民票 
（番号付き） 

パス
ポート 

or or 
等 等 

等 等 

※ 上記が困難な場合は、健康保険の 
   被保険者証と年金手帳などの２以上の 
  書類の提示 

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

     

   本人確認の事務について 

○ 個人番号を本人から提供を受けるときは、個人番号の提供を受ける都度、個人番号の確認（正しい番号である 
 ことの確認）と身元確認（番号の正しい持ち主であることの確認）を行う本人確認の措置が必要です。 
 
○ このため、個人番号を含む申請を受け付ける場合は、原則、住民の方が、通知カード等の個人番号が記載され 
 た書類等を持参いただく必要がありますので、引き続き、周知のほどよろしくお願いします。 
 
○ なお、これらの方法が困難な場合には過去に本人確認を行って作成したファイルで番号の確認を行うことなども 
 認められます。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■本人確認は「番号確認」と「身元確認」が必要です
　　従業員が「個人番号カード」を持っている場合には、番号確認と身元確認が
　このカードのみで可能です。
　　個人番号カードを持っていない従業員については、番号確認は平成２７年
　１０月以降に郵送される「通知カード」での確認が基本です。
　ただし、通知カードには写真がなく、身元確認はできないため、運転免許証や
　パスポートなどで身元確認を行います。
　　さらに、原則的な取扱が困難な場合にどうするかの一例を示していますが。
　どういう書類で番号確認と身元確認を行うかは詳細に決められています。
　　なお、雇用関係にあることなどから本人に相違ないことが明らかに判断できる
　と個人番号利用事務実施者が認めるときは、身元確認のための書類の提示
　は必要ありません。
　　内閣官房のマイナンバーの特設ホームページや国税庁の特設サイトで
　本人確認の詳細に関する資料を掲載していますので、参考にしてください。




     

施設等における特定個人情報の取扱い（事務連絡） 

○ 施設等（※）における特定個人情報の取扱いについて事務連絡を発出。（平成27年12月17日付） 

マイナンバー 

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

施設等 

家族等の代理人 

○ 施設等において保管する場合は、以下の取扱いとする。 
（１） 可能な限り、書類の保管を委託することについて利用 
    者本人の意思を確認 
（２） 個人情報保護委員会のガイドラインを参考して適正に 
    取扱う。マスキングをした上での保管が望ましい     等 

（１） 代理権の授与がある場合 

利用者本人 

施設等の職員 

○ 利用者本人による保管が困難で、家族等の代理人がいない 
 場合等については、施設等において特定個人情報を保管するこ 
 とが可能。 

○ 代理権授与の有無等に応じて、以下の取扱いとする。   

（２） 代理権の授与がない場合 

申請書 

マイナンバー 

行政機関等 

施設等の職員 

施設等 

利用者本人 

① 利用者本人の心身の機能や判断能力の著しい低下等により、代理 
 権の授与が困難である場合は、申請書に個人番号は記載せずに申請。 

施設等 

利用者本人 施設等の職員 

申請書 

マイナンバー欄空欄 

行政機関等 

マイナンバー 
封
筒 

② 利用者本人の使者として申請書等を提出する場合は、 
 施設等の職員がマイナンバーを見ることのないよう、申請 
 書等を封筒に入れる等の措置をした上で提出。 

１．施設等で特定個人情報を保管する場合 ２．施設等が利用者本人に代わって申請等を行う場合 

代理権の授与 本人確認（①代理権の確認、②代理人の身元
確認、③利用者の番号確認）を実施 

申請書 

本人確認（利用者の
①身元確認、②番号
確認）の実施 

代理人が保管
することが基本 

※ 介護施設、障害者施設、児童福祉施設、その他の社会福祉施設、医療機関等 
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施設等における特定個人情報の取扱い（事務連絡） 
平成２７年１２月１７日事務連絡 

医政局、雇用均等・児童家庭局、社会・援護局、障害保健福祉部、老健局、情報政策担当参事官室 

 本年10月より個人番号の通知が順次開始されていますが、介護施設、障害者施設、児童福祉施設、その他の社会福祉施設、医療機関等
（以下「施設等」という。）に住民票を移している方や、通知カードの送付に当たり施設等を居所として登録した入所者・長期入院等をしている方
については、当該施設等に通知カードが届いている、あるいは、今後届くことが想定されます。 
 また、これまでも、施設等の職員が各種行政手続等を利用者に代わって行っている場合がありますが、来年１月の個人番号の利用開始以降
は、施設等の職員が利用者本人の個人番号を記載した申請書を利用者に代わって提出するなど、今後、施設等において特定個人情報（個人
番号をその内容に含む個人情報）を取扱う場面が想定されます。 
 このため、このような場合の施設等における特定個人情報の取扱いについて、下記のとおり整理しましたので、貴会会員に対して周知をお願
い申し上げます。 

記 
 
第１ 施設等で特定個人情報を保管する場合の取扱い等について 
 通知カードや個人番号カード、個人番号が記載された申請書など特定個人情報が記載された書類については、利用者本人、家族や成年後
見人等の代理人が保管することが基本であるが、心身の機能や判断能力の低下等により、利用者本人による保管が困難で、かつ家族や成年
後見人等の代理人がいない場合など、これに依ることが困難な場合は、施設等において保管して差し支えないこと。また、この場合は、以下の
取扱いとすること。 
（１） 可能な限り、施設等に特定個人情報が記載された書類の保管を委託することについて、利用者本人の意思を確認すること。 
（２） 特定個人情報が漏えいすることのないよう、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」（特定個人情報保護委員 
 会）を参考にして、適正に取り扱うこと。また、特定個人情報の漏えいを防止する観点から、通知カードや個人番号カードなど個人番号をマス 
 キング（黒塗りして見えなくすること）することができない書類を除き、個人番号の部分を削除又は復元できない程度にマスキング等を行い、特 
 定個人情報に該当しないよう加工した上で、保管することが望ましいこと。 
（３） なお、現時点で利用者本人が保管している場合であっても、家族や成年後見人等の代理人がいない利用者については、心身の機能や 
 判断能力の低下等により、利用者本人による通知カード等の保管が困難となった場合の取扱いについて、あらかじめ利用者本人の意思を確 
 認しておくことが望ましいこと。 
  
 ※１ 施設等で利用者の特定個人情報を保管する場合は、例えば以下の場面が想定される。 
  ・ 施設等に通知カードが届いた場合で、心身の機能や判断能力の低下等により、利用者本人による保管が困難である場合 
  ・ 利用者本人が、通知カードや個人番号カード、個人番号が記載された申請書など特定個人情報を管理していたものの、その後、心身の機能や判断能力の低下 
  等により、当該書類の保管が困難となる場合 等 
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施設等における特定個人情報の取扱い（事務連絡） 

  

第２ 施設等が利用者本人に代わって個人番号の記載等を含む行政手続に係る申請等を行う場合の取扱いについて 
（１）代理申請等を行う場合 
 番号制度では、代理人が個人番号利用事務等実施者に対し、行政手続の申請等を行い、特定個人情報を提供することが認められており
（番号法第19条第３号）、申請等の手続において、個人番号利用事務等実施者による①代理権の確認、②代理人の身元確認、③本人の番
号確認を行うことが必要とされている（番号法施行令第12条第２項）。 
 施設等の職員が、代理権の授与を受けて、利用者本人に代わって行政手続に係る申請等の代理を行う場合は、この①～③の手続が円滑
に行われるよう、別紙（「Ⅱ．本人の代理人から個人番号の提供を受ける場合」）を参考に適切に申請等の手続を行うこと。 
 
（２）申請等の代行を行うなど、代理人以外の立場で手続に関与する場合 
① 代理権の授与が困難な利用者本人に代わって申請等を行う場合 
 利用者本人の心身の機能や判断能力の著しい低下等により、代理権の授与が困難である場合は、申請書等に個人番号を記載せず、従来 
 どおりの申請等を行うこと。 
 
② 利用者本人の使者（※２）として申請書等を提出する場合 
 利用者本人等の意向により、申請書等に個人番号を利用者本人が記入した上で、施設等の職員が、利用者本人の使者として申請書等の
提出をする場合は、施設等の職員が個人番号を見ることのないよう、施設等の職員は、申請書等を封筒に入れる等の措置をした上で提出す
ること。 
なお、この場合、施設等の職員は、利用者本人に代わって申請書等に個人番号を記載することはできないこと。 
 また、この場合、自治体の申請窓口等においては、本人から郵送により個人番号の提供を受ける場合と同様に、別紙（「Ⅰ．本人から個人
番号の提供を受ける場合」）のとおり、①番号確認、②身元（実存）確認を行うことが必要とされていること。 
 
※２ 利用者本人は、自分の意思で行政手続の内容の確認等ができるが（＝代理権の授与は行わない）、身体の機能の低下等により、利用者本人自身が、申請書 
 等を行政機関等に提出することが困難で、施設等の職員が代わりに提出する場合等を想定。 
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